
意見案第１号

政党交付金制度の運用の見直しを求める意見書

政党交付金は、議会制民主政治における政党の重要性に鑑み、政党の政治活動の健全

な発達を促進するため、国民の税金を原資として交付されるものである。

現行制度では、所属する国会議員数や国政選挙における得票数などを基礎として年間

の交付額が算定され、年４回に分けて交付されている。

こうした中、政党再編に伴い所属議員数が大きく変動した後も、既に算定された年間

交付額に基づき、政党交付金が引き続き交付される事例が生じている。

今般、所属議員の大半が離党した政党に対して、年度内に多額の政党交付金が交付さ

れる見込みとなっており、当該政党からは、既に終了した選挙に伴う未払い金などの債

務への対応が必要であるとの説明がなされている。

しかし、政党交付金は国民の税金を原資とする以上、算定時と実際の交付時点で所属

議員数など政党の実態に大きな変化が生じた場合、その変化を交付額にどのように反映

すべきか、改めて検討する必要がある。

北海道においても、人口減少や物価高騰など、道民生活や地域を取り巻く環境が厳し

さを増す中、限られた財源の有効活用が求められている。こうした中、税金を原資とす

る政党交付金の在り方について、道民からも疑問や懸念の声が聞かれるところであり、

政治に携わる者は、こうした声を真摯に受け止めなければならない。

政党の結成や解散、合併、分党、分派など政治活動の自由と自主性は十分に尊重され

るべきである。一方、政党の実態と交付額との間に大きな乖離が生じれば、政党交付金

制度のみならず、政治そのものに対する国民の信頼を損なうことにもつながりかねない。

よって、国においては、政治活動の自由及び政党の自主性に十分配慮しつつ、政党交

付金の各交付時点における所属国会議員数等を交付額に適切に反映する仕組みや、交付

を受ける政党の要件及びその確認の在り方を検証するとともに、政党再編等によって政

党の実態に大きな変化が生じた場合における未交付分の再算定を含め、国民の理解と納

得が得られる制度となるよう必要な措置を講ずることを強く求める。

以上、地方自治法第99条の規定により提出する。
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